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2011年3月11日の東日本大震災から1年以上が経
過した。情報通信の分野においても学んだ教訓は多
いが、その中で最も重要なものは情報連携基盤の構築
である。通信網と放送網、有線網と無線網など伝送
ネットワークの連携と、その上で稼働するソリュー
ション間のデータ連携が求められる。こうした情報連
携基盤が普及することで、災害時には被災地の膨大な
情報を集約・解析し、迅速に支援策を講じることが可
能になる。また、こうした膨大な情報を集約・解析す
る仕組みは、平時においてもさまざまな付加価値を生
み出すことが期待される。

東日本大震災における	 	 	
情報通信技術の活用の実態

2012年3月、総務省は、被災者の方々が2012年3月
11日の発災からその6週間後の4月末までに情報の収
集や連絡に情報通信をどのように活用したのかに関
する調査結果（＊1）を公表した。

この調査は、被災3県（岩手県、宮城県、福島県）の
被災者など306人の方々へのインタビューと書面調査
を行った結果を取りまとめたものだが、いくつか重要
な課題が見えてきた（資料6-3-5）。

第1に、震災発生直後はラジオから情報を得る人々
が大半だった。ラジオは安否情報や被害状況などを
刻々と伝え、貴重な情報源となった。他方、ラジオは
県域の情報を伝えるメディアであることから、水や食
料の配給といったコミュニティー単位の細かい情報の
伝達には一定の限界もあった。

そして、時間の経過（震災発生時→震災直後〈震災
発生から約1週間後〉→4月末）とともに、情報入手手
段の中心はラジオから携帯電話やメールなど通信の比
重が高まっていった。これは携帯各社の応急復旧が
驚異的なスピードで進み、4月末までに概ね完了した
ことも大きい。通信網の復旧とともに、行政機関や報
道機関のサイトなどへのアクセスも増加し、多面的に
情報を収集しようとした動きが広がった。災害時には
多様な通信手段が確保されるよう、重畳的なネット
ワークや通信・放送網の連携が求められる。

なお、情報通信手段だけでなく、一貫して「口コミ」
による情報伝達の比率が高い点も注目される。その意
味で、今後は災害発生から一定時間が経過した後、
ソーシャルメディアによる情報共有が効果を持ち得る
可能性もある。

第2に、防災無線が「聞こえなかった」とする回答が
全体の57.1％と半数以上だった。津波警報などの情報
を音声以外の方法、例えば携帯電話や放送波など複
数の手段で届けることで、1人でも多くの地域住民に
避難行動を取ってもらえるような仕組みを確立する
必要がある。

第3に、携帯電話は「1人一台」の生活必需品であり、
今回も95％の地域住民が携帯電話を持って避難した。
しかし、音声通話の輻輳、広域かつ長期間に及ぶ停電
や燃料の不足、地震や津波による設備損壊などによる
通信サービスの中断により、特に発災直後の時点でラ
イフラインとして十分に機能しなかった。また、電力・
燃料が不足する中、ワンセグの使用を控えたという声

大規模災害での通信確保に必要な、多様な伝送ネットワークの連携
行政サービスの向上を目指し、政府はオープンデータ戦略を加速
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も多い。16年前の阪神・淡路大震災の際と比べ、携帯
電話の契約数は27倍。ライフラインとして「止まらな
い」携帯サービスが格段に重要になっている。

第4に、津波被害によって電子化したデータが格納
されたサーバー群も水没した地域が多く、行政、医療、
教育などの公的データが流出した。その意味で、公的
データの電子化はもとより、クラウドサービスを活用し
たデータのバックアップの重要性を認識させられた。

第5に、個人情報の取り扱いについて被災自治体の
45.5％が個人情報の収集・開示で苦労したと回答して
いる。具体的には、「個人情報をどこまで公開するか、
正確に番地まで出すかなどちゅうちょした」「病院の
入院患者の情報は病院が公開してくれず入手できな
かったため、搬送時の情報をもとに公開した」「一時期
は行政のホームページで安否情報を公開していたが、
個人情報の観点から中止し、問い合わせがあった場合
には本人の承諾を得てから照会元に通知した」などの

回答が寄せられている。大規模災害という緊急事態
における個人情報の取り扱いについてのルール作り
が求められる。

民間部門における取り組み
総務省情報通信審議会は2011年7月、「東日本復興

及び日本再生に向けたICT総合戦略」と題する中間答
申を取りまとめた（＊2）。また、学識経験者、産業界など
の参画を得て開催された「大規模災害等緊急事態にお
ける通信確保の在り方に関する検討会」は、同年12月
に報告書を取りまとめた（＊3）。これらの取りまとめで
提示された施策群については、すでに具体的な取り組
みが始まっている。鍵となるのは情報連携基盤の構
築であり、以下のような取り組みが進んでいる。

第1に、災害用伝言サービスの高度化である。災害
発生時の安否情報の登録方法としては、固定電話を
使った災害用伝言ダイヤル（171）、携帯電話の災害用

資料6-3-5　震災時に利用した情報通信手段の評価（震災発生時 /震災直後〈震災発生から約1週間後〉/4月末まで）

電話・メール その他放送 インターネット

携帯電話、携帯メール、地上波放送の有用性に対する
評価は時間の経過とともに向上し、4月末には、これらの
情報通信手段の有用性がラジオを上回った。

震災発生時から4月末に至る中
で、行政機関・報道機関のホーム
ページや検索サイトなどに対する
評価が向上している。

震災当初はラジオが唯一の情報入手手段であった。
しかし、地域の被災状況などがわからず、津波被害が
いかに大きかったのかを知るのも遅れた。誰が何をし
ているのかわからず非常に不安になった。

震災発生時には、AMラジオの評
価が最も高く（60.1％）、次いで
FMラジオが続いている。
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伝言板、ネット上の災害用伝言板であるweb171があ
る。しかし、これらの3つのシステムの情報連携がで
きていなかった。このため、関係事業者の連携・協力
により、これらの伝言サービスの横断的な検索の実現
に向け、関係事業者間で検討が進んでいる。まさに情
報連携基盤の構築に向けた取り組みの一例である。

第2に、音声メッセージのファイル化サービスの導入
である。携帯電話の音声通話がつながりにくくなって
もパケット通信は機能したという経験を踏まえ、災害
時に安否確認等の音声をファイル化し、パケット通信
で提供するサービスの導入が進んでいる。さらに、携
帯電話社間の相互接続を実現するため、関係事業者
が参画して2011年11月にはガイドラインが、2012年
3月には技術仕様が策定された。

第3に、携帯電話の加入者にメールで情報提供を行
うエリアメールなどの緊急速報メールを活用する取り
組みが進んでいる。自治体からの災害・避難情報を伝
達するエリアメールは、震災前からNTTドコモが提供
していたが、KDDIおよびソフトバンクも本年1月から
同様のサービスを導入した。これにより、国民の大多
数を占める携帯電話の利用者に対して、各地域に密着
した災害関連情報を迅速に伝える仕組みが整備され
た。気象庁からの緊急速報メールについても、従来提
供されている緊急地震速報に加えて、新たに津波警報
が配信されることとなり、各事業者による導入が進ん
でいる。この仕組みは基地局から端末への一方向の
一斉同報による情報伝達であり、輻輳の影響を受けな
いことから、多数の自治体で導入が進んでいる。

被災地域情報化推進事業の取り組み
2011年11月、総額約12兆円（震災復興対策経費11

兆7335億円）の第三次補正予算が国会で成立し、情報
通信分野を含むさまざまな分野で復興に向けた取り組
みが開始された。情報通信分野では、「被災地域情報
化推進事業」（総事業費100億円）が進められている。

具体的には、まず、医療分野の情報化を目指す「東
北メディカル・メガバンク計画」がある。今回、被災地
では約3割の医療機関で医療データが損失した（＊1）。
このため、緊急医療援助隊が到着しても住民の医療
データ（既往歴や投薬情報）が参照できず、きめ細かい

投薬や治療は困難を極めた。
したがって、医療情報の電子化と医療機関間の情

報連携、遠隔健康相談の実施などが災害発生時には
極めて重要である。また平時においても、こうした取
り組みを通じて医療サービスの質の向上を実現する
ことが期待される。このプロジェクトでは、地域医療
圏の中核的医療機関、診療所、薬局、介護施設などが
保有する医療・健康情報（電子カルテ情報など）を安
全かつ円滑に記録・蓄積・閲覧できる情報連携基盤
の構築を進めていくこととしている。

例えば、宮城県においては2011年11月、宮城県医師
会、東北大学、県などの関係者が参画し、「みやぎ医療
福祉情報ネットワーク協議会」が発足し、気仙沼医療
圏や石巻医療圏において基盤構築も進められている。

また、災害に強い情報連携システムの構築が進めら
れている。災害発生時には情報連携基盤の存在が極
めて重要である。災害時の被災地の現場では、施設な
どの損壊状況、地域住民の安否情報、必要とされる物
資情報など膨大な情報が発生する。これらの情報を
ICTを活用して、いかに効率よく整理して伝えるかが
重要である。加えて、集約された膨大な情報を地域住
民に伝える際、防災無線はもとより、テレビ、ラジオな
どの放送網での情報提供、携帯電話やスマートフォ
ン、デジタルサイネージの活用など、多層的な情報提
供を行うことで情報伝達の効果を高めることが可能
になる。

こうした取り組みのほかにも、スマートグリッド通
信インターフェースの導入支援、自治体クラウドの導
入支援などが行われている。

壊れないネットワーク作り
第三次補正予算では耐災害性の強いネットワーク

作りに向けた研究開発プロジェクトも盛り込まれた。
例えば、通信網に輻輳が発生した場合においても、音
声通話などに対して柔軟に通信処理能力を割り当て
ることで輻輳緩和を実現する技術（つながるネット
ワーク）の研究開発が始まっている。

また、地震や津波によってネットワークが損壊した
場合においても、自治体や公共施設などのインター
ネット通信などを自律的に確保するための無線通信
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技術（壊れないネットワーク）の確立を目指している。
こうした耐災害性強化のための研究開発について

は、情報通信研究開発機構（NICT）と東北大学が連携
し、東北大学のキャンパスを中心に技術評価などを行
うテストベッドを構築する体制を整備して進めている。

さらに、今後想定される広域地震などに対応し、発
災時に広域にわたるデータセンター間を結び、クラウ
ド間連携を実現する技術や被災地の復旧活動を行う
ロボット向け通信技術の開発などを進めている。

オープンデータ戦略
情報の自由な流通・連携を実現することで、災害発

生時に異なる領域の情報を連携させ、地域住民への迅
速なサービスを提供することが可能となる。例えば、
福島県相馬市などいくつかの沿岸地域の自治体では、
発災後の衛星画像と住居データを重ね合わせること
で家屋の罹災証明書を迅速に発行することができた。
自治体が保有する複数のデータをマッシュアップする
ことで行政サービスの向上を実現することができる。

このように政府や地方自治体が保有する情報を広
く民間に開放することで、行政サービスの質の向上を
図るほか、民間部門においても新たな事業を生み出す
ことができる。こうしたオープンデータ戦略について
は欧米でも積極的な取り組みが行われている。

2009年5月に米国で立ち上がったData.govは、連邦
政府が保有する4000を超えるデータセット（地勢デー
タを除く）について機械処理が可能な形で集約されて
おり、データを自由に活用できるようAPI（Applica-
tion Programing Interface）も原則公開している。
1200を超えるデータ活用のためのアプリも用意され
ている。

同様の試みは英国のData.gov.ukでも行われている
が、こうした英国の取り組みを欧州全体に拡大する
観点から、2011年12月、欧州委員会は「オープンデー
タ戦略」を公表した。欧州委員会はこうした取り組み
で年間400億ユーロの経済効果が見込まれるとして
いる。

日本においても、2011年12月、NICTと統計セン
ターが連携し、統計データの開放に向け、54団体が参
加する「クラウドテストベッドコンソーシアム」が設立

され、活動を開始している。現在、国勢調査、経済セン
サス、全国消費実態調査、労働力調査など53種類の
データセットが取得可能なAPIが公開されており、順
次その範囲を拡大していくこととしている。また、政
府全体としても、オープンデータ戦略を加速していく
こととしている。

情報連携基盤の構築に向けて
情報連携基盤を確立していくためには”any device, 

any network”で情報にアクセスできる環境作りも欠
かせない。”any device”の世界を作っていくために
は、例えば端末OSに依存しないHTML5ベースのコン
テンツやアプリケーションの普及を促していくことが
必要だろう。また、”any network”の世界を作ってい
くためには、ホワイトスペースの活用を含む通信・放
送の融合・連携など、多層的な情報流通の仕組みを
作っていくことが求められる。

さらに、情報そのものの連携を進めるためには行
政、医療、教育などのさまざまな分野でクラウドサー
ビスの導入を促進するとともに、データ様式の連携、
共通APIの策定、策定されたAPIの国際標準化など、
クラウド間連携のための仕組み作りを進めることも必
要である。

また、複雑化する社会的課題を解決するデータ活用
を行うためには業態、専門領域を越えてソリューショ
ンを設計する「デザイン思考」が必要である。米スタン
フォード大学の“d-school”のように異なる領域の専門
家の連携や産学連携を通じ、「ビッグデータ」を「ス
マートデータ」に転換する仕組み作りが今後は重要に
なってくるだろう。

※本文中意見などにわたる部分は筆者の個人的見解です。

（＊1） 総務省「災害時における情報通信の在り方に関する調査結果」（2012年３月） 
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin02_ 
02000036.html

（＊2） 情報通信審議会（平成23年諮問第17号）中間答申「東日本復興及び日本再
生に向けた ICT総合戦略」（2011年7月）   
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin01_ 
01000018.html

（＊3） 総務省「大規模災害等緊急事態における通信確保の在り方に関する検討会」
最終取りまとめ（2011年12月）    
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban02_ 
02000043.html
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